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首都圏直下地震が引き起こす社会基盤再建の課題



首都直下地震は揺れる

震度６弱以上の曝露人口が2500万人（1000万世帯）



壊れる建物が膨大

建物倒壊が集中する地域（ゆれ＋建物脆弱）が広大



延焼して広がる地域がある

焼失区域（燃える建物群＋都市構造）が膨大・広大



なので

都市空間を面的に

再建することが求められる

「復興」と呼ぶときに

古くから中心となる事象



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 5

ある時点で多くの人が「首都が復興した」とは思わない

国外の人が
思わない

国内の人が
思わない

被災地の人
が思わない

直接喪失者（？）
が思わない

国際マーケット
国際金融
外交
国際政治
国際信用力・・・

経済・金融
国内マーケット
産業
文化
情報
観光
治安

人口
地域
インフラ
治安
被災者支援
地域産業
雇用・・・

関与の多様性
（被害度の差）

関与の単一性 すまい
避難所
避難
雇用
産業
公的応急対応
支援策・・・

多様な主体

生活再建できて
いない

地域再建でき
ていない

外 内

首都の機能が
回復していない

首都の信用が
回復していない

個々世界

多様な
ＵＤＥ

国際マーケットでの
相対的地位が低下する

海外観光客が来ない

海外富裕層が
東京を離れる

国内の政治・行政機能が
復旧しない

国内のマーケットが
混乱した状況が続く

観光客が来ない

本社が東京から離れる

情報中心ではなくなる

外交能力が低下する

前と比べて

将来的に

経済・産業再建
首都性再建

生活再建
地域再建

すまいの再建

機能回復＋成長力（将来性・新規性･リスク）
が以前とほぼ同等の行動を促す状態

生活再建＋見通しを人々が
受容している状態

地域の人々が戻ってこない

地元の産業が衰退する

たくさんの人が
不良住宅に住む

生活利便度が下がる

低所得者層が増える

地域の生活機能が
著しく下がる

治安が低下する

すまいが確保できない

被災者の不満が渦巻く

都市基盤の再建が
できない

支援策に限界がある
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首都圏直下地震が引き起こす社会基盤再建の課題
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復興 2010/02/26
2197

より住みやすくなる
（利便性・美しさ）

2198

より安全になる

2199

前よりも豊かにな
る

2196

個人

民

2200

家計

2201

産業

2202

市場

2203

復旧すればよい

2204

事業継続ができな
い

2205

復興計画が実現が
できない

2206

行政サービス

2207

流通
金融
交通

2208

インフラ

2209

計画をつくる
2210

復興計画
2211

計画を進める

2212

モニター見直し

2213

復興を進める
体制をつくる

2214

時間がかかる

2215

文化/社会

2216

構造物/土地

2217

自然（地震）
被害

2222

家が倒れる

2224

地震が起こる
2225

首都である

2223

土地がない

2221

お金がない

2220

外からの要請があ
る

2219

早く復旧したい

2218

よりよい都市に住
みたいという希望

がある

まわるよ
うにする

復興事業の制約 復興事業の成果

税金

PDCA

作るプロセス

モニターの見直しの
プロセス

進めるプロセス

復興事業の成果 集団の夢 制約条件（現実）

公

環境

被災地内外の人々に
認容される

新たな活動の場としての
都市空間が生まれる

空間再建計画をつくり

新たな社会基盤を構築し

新たな社会サービスを行い

民間活動を支援し

さまざまな制約条件下

今ある現実
被災時の現実

空間再建に関する

都市の再建
首都圏直下地震が引き起こす社会基盤再建の課題
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• 都市の価値が低下する
– 災害前と同程度以上の被害が発生する物理的な空間が再生される

– 災害前に課題となっていた都市機能障害が同等以上に悪化している

– 災害前から描いていた長期的な都市ビジョンが達成できなくなる

– 災害前よりも生産・機能・環境の効率性が落ちる、持続可能でなくなる

• 旧来方法で都市の空間再生をすると悪影響が出る
– 旧来の都市再生手法による空間の再生を実行しても、規模・時間・制約等な
どの理由により、結果として生活再建・地域再建・経済再建など被災地再建
のほかの要素に多大な悪影響を及ぼす

経済 首都性 被災地の外からの評価 都市全体の評価

生活再建 すまい再建 被災者再建 被災地の人の評価

都市の再建
首都圏直下地震が引き起こす社会基盤再建の課題
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効率性

機能性安全性

ほとんどの場所で災害前と
同様の物理的脆弱性のあ

るまちとなる

火災の延焼遮断性能
向上のための都市基
盤整備が進まない

無秩序に、また正規
でない形のさまざま
な建設活動がなされ

る

行政の財政が
不足する

行政の執行能
力がない

災害前より著しく都市
機能が低下する

災害前と同等程度の
経済価値・生産性を生

み出せない

地域の文化的特徴や
固有性が激変する

ほとんど都市計画が実
行されない、中断する

都市の価値が低下する

住民の合意形
成が困難

生活インフラ基盤の
改変がなされない

都市の環境負荷が
上がる

ほかの再建要素に悪影響を及
ぼす

（地域・すまい・経済・・）

地域の復興まちづく
り活動ができない

災害前より都市問題
が悪化する

災害前よりエネル
ギー効率が下がる

災害前の都市ビジョ
ンが無視される

計画的な空間の再建
ができなくなる

持続可能な都市では
なくなる

復興まちづくりの過程で
育まれる被災者再建要
素が得られない

個々の被災者
支援が強調さ

れる計画区域と外れた区
域で公平性が問題と

なる

都市計画は必
要ないという
世論が高まる

都市計画事業による
被災者再建支援がで

きない

民間の活動資源が不足
する

（マンパワー・財源）

無秩序な開発が
行われる

まちづくり活動支援に
よる効果

都市の再建
首都圏直下地震が引き起こす社会基盤再建の課題
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計画的空間再建が
できないと・・・

地域によって
効果的な計画
が異なる
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資源動員に時間が
かかる

計画完了まで

都市問題がより悪化す
る

行政資源が
不足する

民間資源が不
足する

事業数が膨大で
ある

対象世帯数が
膨大である

対象世帯間に格
差がある

実行効果が
わからない

合意形成に
時間がかかる

都市の空間再生完了ま
でに時間がかかる

ほかの再建要素に悪影響を及
ぼす

（地域・すまい・経済・・）

都市の価値が低下する

再建を制約さ
れる人がいる

ほかの再建要素に
効果が出ない

ほかの再建要素と
時間の軸が異なる

空間再建のために
多くの環境負荷を与

える

完了までの都市機
能の効率が
著しく低下する

社会基盤機能
は復旧する

事業区域外は
再建が活発化

する

都市の再建
首都圏直下地震が引き起こす社会基盤再建の課題

計画通りの
効果が出ない

前提とする環
境が大幅に変
化した

計画自体が
間違っていた

政策的誘導が
ある

策定までに
時間が限られ
ている

不確定要素が
多すぎる

新たな問題に
対処できない

実行部隊に
対応能力が不
足する

計画策定の
困難さ

実行プロセスでの
社会的負荷

「時間がかかる」
問題

財政を
圧迫させる

2010.02.26

計画的空間再建が
できたとしても・・・
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面的整備を重点的に
行うために

阪神・淡路大震災の事例より
「事前にある程度の計画がないと、震災後すぐに
面的都市計画事業をかけることは難しい」
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阪神・淡路大震災事例

面的整備事業地区
（法定事業＋補助事業）

約2000ha(69地区）

都市計画事業地区（法定事業）
約 300ha（32地区）

震災グランドデザイン

「重点整備地域」
約7000ha（28地区）

「重点地区」
約2400ha (11地区）
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どこで法定事業を行うのか？
どこまで空間再生管理を行うのか？
計画のない延焼地区はどうするのか？
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都市の再建
首都圏直下地震が引き起こす社会基盤再建の課題
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歴史的な都市復興方策の視点から

• 今後の防災対策上必要であったから
– 新たな都市構築に向けた国家的意思（全国展開へ）

– 被災地の外への発信

• 都市計画事業の実施が被災地・被災者支援となったから
– 土地整備・基盤整備による個々人の空間財産価値上昇

– 公的な財産の買取・交換

– 土木・建設の直接雇用とそれに伴う間接的効果 など

過去の都市災害（関東大震災・戦災復興等）にて
都市計画事業が都市復興の主たる位置づけだった理由

2010.02.26

従来型で災害復興都市計画事業実施の要件

高度成長期を経て、産業転換が進み、都市で生み出される価値が変化した中で
酒田(1976酒田大火）でほころび、阪神地区(1995阪神･淡路）で大きな課題に直面
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首都圏直下地震が引き起こす社会基盤再建の課題

計画的な空間再生には
10年はかかる

被災者・被災地の
再建は５年が限度

都市価値を維持するには
計画的な空間再生が

必要である

計画は
被災地の自由な再建
活動を制約する

次の災害に備えるためには
都市基盤整備が必要である

地域再建・被災者
再建が最優先である
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都市管理の視点

被災者支援の視点

・新土地区画整理事業手法構築への寄与
・被害予測地域の事前地区計画の策定
・復興を見据え都市マスタープランの見直し

・都市計画をせず都市再建をする
・一都三県の広域圏で都市再建を
担う計画を策定する
・支援手法と土地収用権とのバーター
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